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横浜市の住宅ストックをめぐる
現状と課題

【資料３】

横浜市住宅政策審議会

第３専門部会

※本資料中の統計データについて、特記なき場合、「住宅」には「⼾建住宅」及び「共同住宅」を含みます。
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※）棒グラフ内の数値は構成比（％）を表す。

（1,580,900戸）

※）棒グラフ内の数値は構成比（％）を表す。

（1,001,800戸）

（1,111,600戸）

（1,222,200戸）

（1,375,000戸）

（万戸）

（1,490,300戸）

（1,649,000戸）

• 築30年を超える住宅の割合は、2008（平成20）年の25％から2018（平成30）年には37.2％に増加
している。

①建築時期別住宅数の推移（実数及び割合）

資料︓総務省「昭和63・平成５年 住宅統計調査」「平成10・15・20・25・30年 住宅・⼟地統計調査」
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住宅ストックの概況
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（1,580,900戸）

（1,001,800戸）

（1,111,600戸）

（1,222,200戸）

（1,375,000戸）

（万戸）

（1,490,300戸）

（1,649,000戸）

※）棒グラフ内の数値は戸数（万戸）を表す。

戸数
（万戸）
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1970年まで（※2018調査のみ）2014-2018年9月

1960年まで

不詳

25％

37.2％

構成比
（％）
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②全ストックの所有関係・建て⽅別の割合

資料︓総務省「平成30年 住宅・⼟地統計調査」

居住世帯のある住宅 居住世帯のない住宅

持家 民営借家

UR・公社

公営

給与住宅

店舗
その他の併用住宅

戸建

共同
住宅

共同
住宅

戸建

売却用の
空き家

その他の
空き家

賃貸用の
空き家

二次的住宅の
空き家

一時現在者のみ、
建築中の住宅

552,000戸
(30.1%)

404,200戸
(22.0%)

居住世帯のある住宅 居住世帯のない住宅

持家 民営借家

UR・公社

公営

給与住宅

店舗
その他の併用住宅

戸建

共同住宅

共同
住宅

戸建

売却用の
空き家

その他の
空き家

賃貸用の
空き家

二次的住宅の
空き家

25,947,900戸
(41.6%)

一時現在者のみ、
建築中の住宅

• 持家の共同住宅の割合は、全国が9.1％に対して本市は22.0％と⾼い
• その他空き家の割合は、全国が5.6％に対して本市は2.8％と低い

長屋建て・その他 長屋建て・その他

13,236,800戸
(21.2%)

446,700戸
(24.3%)

3,487,200戸
(5.6%)

51,700戸
(2.8%)

5,696,200戸
(9.1%)

全国（62,407,400⼾） 横浜市（1,835,800⼾）
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③良質な（耐震、バリフリ、省エネを満たす）住宅ストック

• ⼈が居住している住宅ストックのうち、耐震性不⾜の住宅は約13.2万⼾（8.0％）、バリアフリー性能・省エネ性
能をいずれも満たさない住宅が、約90万⼾（55.1％）ある。

• 耐震性、バリアフリー、省エネのすべてを満たす住宅は約4.6万⼾（2.8％）に留まっている。

住宅ストック総数 1,835,800戸
人が居住している住宅ストック総数 1,649,000戸

バリアフリー・省エネを
いずれも満たさない

(908,900戸)
（55.1％）

(324,600戸)
（19.7％）

空き家等

(186,800戸)

昭和55年以前建築

戸建て・長屋の約60％が
共同住宅の約30％が

耐震性不足(132,600戸)

空き家 178,300戸
賃貸用：113,400戸
売却用：11,800戸
二次的：1,500戸
その他：51,700戸

建築中の住宅 1,900戸
一時現在者のみの住宅6,600戸

リフォーム等による性能の向上
建替え等
による対応

バリアフリー・省エネをいずれも満たす

資料：平成30年住宅・土地統計調査（特別集計）（総務省）
・ ％は、人が居住しているストック総数に対する割合。
・ 建築時期不詳、バリアフリー状況不詳、省エネ状況不詳のストックを按分して加算。
・ 建築時期が昭和55年以前の「耐震性不足」とされているストック数については、国交省推計による建て方別の耐震割合（戸建て・長屋60％、共同住宅30％）を適用。
・ 「バリアフリーを満たす」とは、住宅・土地統計調査（特別集計）より、高度のバリアフリー（段差のない室内＋２か所以上の手すり＋住居内を車いすで移動可能）を満たしている住宅について集計。
・ 「省エネを満たす」とは、住宅・土地統計調査（特別集計）より、「二重サッシ又は複層ガラスの窓（全ての窓にあり）」及び「同（一部の窓にあり）」を満たしている住宅について集計。

将来世代に
継承できる

良質な住宅の
供給

※本図は、国土交通省の住宅・宅地分科会にて提示された全国の住宅ストックの性能を示した図を参考に作成している。
ただし、同図の作成に必要な横浜市値が得られないことから、主に住宅・土地特別調査の特別集計を用いて独自に算出した。（詳細は下記のとおり）

(309,500戸)
（18.8％）

省エネを満たす

(60,100戸)
（3.6％）

バリアフリーを満たす

(45,900戸)
（2.8％）

住宅ストックの概況
第１回審議会資料９



(207,700戸)
（21.3％）

住宅ストックの概況 5

③良質な（耐震、バリフリ、省エネを満たす）住宅ストック（持・借別）

資料：平成30年住宅・土地統計調査（特別集計）（総務省）
・ ％は、人が居住しているストック総数に対する割合。
・ 居住者のある住宅ストック数のうち、所有関係不詳は除くため、各区分の合計は前頁と整合しない。持家・借家内の建築時期不詳、バリアフリー状況不詳、省エネ状況不詳のストックは按分して加算。
・ 建築時期が昭和55年以前の「耐震性不足」とされているストック数については、国交省推計による建て方別の耐震割合（戸建て・長屋60％、共同住宅30％）を適用。
・ 「バリアフリーを満たす」とは、住宅・土地統計調査（特別集計）より、高度のバリアフリー（段差のない室内＋２か所以上の手すり＋住居内を車いすで移動可能）を満たしている住宅について集計。
・ 「省エネを満たす」とは、住宅・土地統計調査（特別集計）より、「二重サッシ又は複層ガラスの窓（全ての窓にあり）」及び「同（一部の窓にあり）」を満たしている住宅について集計。

※本図は、国土交通省の住宅・宅地分科会にて提示された全国の住宅ストックの性能を示した図を参考に作成している。
ただし、同図の作成に必要な横浜市値が得られないことから、主に住宅・土地特別調査の特別集計を用いて独自に算出した。（詳細は下記のとおり）

バリアフリー・省エネをいずれも満たす バリアフリーを満たす

バリアフリー・省エネを
いずれも満たさない

(450,600戸)
（46.2％）

(36,300戸)
（3.7％）

昭和55年以前建築

持家

借家 バリアフリー・省エネをいずれも満たす

バリアフリー・省エネを
いずれも満たさない

(436,700戸)
（70.0％）

(55,900戸)
（9.0％）

(106,200戸)
（17.0％）

昭和55年以前建築

(40,200戸)
（4.1％）

(3,400戸)
（0.5％）

戸建て・長屋の約60％が
共同住宅の約30％が

耐震性不足(100,800戸)

戸建て・長屋の約60％が
共同住宅の約30％が

耐震性不足(31,800戸)

省エネを満たす

(240,600戸)
（24.7％）

バリアフリーを満たす

省エネを満たす

(22,000戸)
（3.5％）

• 耐震性、バリアフリー、省エネのすべてを満たす住宅は持家の４％、借家の0.5％に留まっている。
• 持家と借家で、住宅の質に格差が⽣じている。

人が居住している住宅ストック総数 1,649,000戸

(N=975,400)

(N=624,200)
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住宅の耐震化の状況

資料︓第１期横浜市耐震改修促進計画（平成19年3⽉策定、平成25年11⽉変更）
第２期横浜市耐震改修促進計画（平成31年4⽉改定、令和３年３⽉改訂）

耐震性１．住宅の質

• 2003年からの17年間で、耐震化率は約80％から約91％へと向上
• 2020年度末時点で、既存住宅ストック約165万⼾のうち耐震性なしの住宅は約15万⼾（約9％）

2003年度 2012年度 2015年度 2020年度
＜耐震化率＞約80％ 約86％ 約89％ 約91％
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居住⾯積⽔準の推移
居住⽔準１．住宅の質

資料︓総務省「昭和63・平成５年 住宅統計調査」「平成10・15・20・25・30年 住宅・⼟地統計調査」

注︓2003（H15）年以前の「居住⽔準」は、住宅建設五箇年計画における居住⽔準に準じた値。2006（H18）年に住⽣活基本
計画（全国計画）が定められ、「居住⾯積⽔準」に⾒直された。

• 2018（平成30）年時点で、最低居住⾯積⽔準未満世帯は7.9％。
• 誘導居住⾯積⽔準達成世帯は50.3％で、徐々に増加してきている。
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加速化する国・市の動き
カーボンニュートラル・脱炭素化に向けた動き１．住宅の質

2020.10

脱炭素社会に向けた住宅・建築物の
省エネ対策等のあり⽅検討会

（2021.4.19〜）

2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を⽬指すことを宣⾔

（2020.10.26 菅総理の所信表明演説）

国・地⽅脱炭素実現会議
（2020.12.24-2021.6.8）

住⽣活基本計画（全国計画）
（2021.3.19 閣議決定）

2021.4

2021.3

2020.12

地球温暖化対策推進法の改正
（2021.5.26成⽴）

→2020年秋に宣⾔された2050カーボン
ニュートラルを基本理念として法に位置づけ

2021.5
横浜市脱炭素社会の形成の推進に関
する条例 （2021.6.8制定）
→「地球温暖化対策の推進」と「市内経済の
循環及び持続可能な発展」を両輪として進
めることを⽬的として規定

2021.6

2018.10 「横浜市地球温暖化対策実⾏計画」改定
→“2050年までの脱炭素化の実現

「Zero Carbon Yokohama」”

2018～
2019

2020

2020.12 「国・地⽅脱炭素実現会議」への出席

2021.4 「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ
対策等のあり⽅検討会」への出席

＜国の主な動き＞ ＜市の主な動き＞

2021

2020.10

2020.6

2018.6 「SDGs未来都市」選定

2030年の温室効果ガス排出⽬標
2013年度⽐46％削減を表明

（2021.4.22 地球温暖化対策推進本部）

省エネ性能の光熱費表⽰
検討委員会

（2020.6.29-2021.3.15）

ゼロカーボン市区町村協議会設⽴
（2021.2.5設⽴、会⻑︓横浜市⻑）

2021.2

2020.5
「横浜市再⽣可能エネルギー活⽤戦略」策定
→「Zero Carbon Yokohama」の絵姿を具体化

2021.3 セ横浜市SDGs未来都市(2021-
2023)を策定



9カーボンニュートラル・脱炭素化に向けた動き１．住宅の質
SDGs未来都市・横浜について

• SDGsの達成に向けた優れた取組を提案する⾃治体として2018年、横浜市はSDGs未来都市に選定。

• SDGs未来都市・横浜のビジョン︓環境を軸に、経済や⽂化・芸術による新たな価値・賑わいを創出し続ける
都市の実現。

2050年脱炭素化のイメージ



家庭部⾨
14.4%

業務部⾨
17.5%

産業部⾨
34.6%

エネルギー
転換部⾨
7.8%

運輸部⾨
18.6%

⼯業プロセス
4.1%

廃棄物部⾨
2.8%

その他
0.3%

全国
⼆酸化炭素排出量
（2019年度速報値）
1,107.9（百万t-CO2）

家庭部⾨
24.8%

業務部⾨
19.4%

産業部⾨
10.3%

エネルギー
転換部⾨
22.2%

運輸部⾨
20.5%

廃棄物部⾨
2.8%

横浜市
⼆酸化炭素排出量
（2019年度速報値）
1,736.4（万t-CO2）
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横浜市の温暖化対策の⽅向性
〜本市の⽬指す姿（ゴール）〜

カーボンニュートラル・脱炭素化に向けた動き１．住宅の質

2050年までの脱炭素化（温室効果ガス実質排出ゼロ）の実現

横浜市

全国

二酸化炭素排出量の構成

資料︓第３回 国・地⽅脱炭素実現会議（2021.6.9） 横浜市説明資料

まちづくりと一体となったモデル地区の取組（郊外部）
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（国）建築物省エネ法の改正（2021.4〜）
カーボンニュートラル・脱炭素化に向けた動き１．住宅の質

• 省エネ基準への適合義務が、中規模建築物（300㎡〜）に拡⼤し、トップランナー制度の対象も拡⼤
• ⼾建住宅など⼩規模建築物（300㎡未満）については、説明義務に留まる
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（国）「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり⽅検討会」

資料︓第４回脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり⽅検討会に基づき作成

【中・⻑期的に⽬指すべき住宅・建築物の姿】
2030 年における新築の住宅・建築物について平均でＺＥＨ・ＺＥＢの実現を目指すこと。

脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方（素案）

【省エネ対策を強化するに当たっての基本的な考え⽅】
①省エネ基準への適合義務化に
より、省エネ性能を底上げする
ために基礎となる取組

（ボトムアップ）

・省エネ基準適合義務の対象範囲
の拡⼤

・適合義務化に向けた準備（中⼩
事業者の実施訓練、基準の合理
化 等） 等

②誘導基準やﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準の
引上げとその実現に対する誘
導により、省エネ性能を段階的
に引き上げていくための取組

（レベルアップ）

・建築物省エネ法に基づく誘導基準
や⻑期優良住宅、低炭素建築物
の認定基準をＺＥＨ・ＺＥＢの⽔
準の省エネ性能に引上げ 等

③誘導基準を上回る、より高い
省エネ性能を実現する取組を
促すことにより、市場全体の省
エネ性能の向上、牽引するた
めの取組 （トップアップ）

・住宅ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度の充実・強化
･省エネ性能表⽰の取組
･既存ｽﾄｯｸ対策としての省エネ改修
のあり⽅・進め⽅ 等

カーボンニュートラル・脱炭素化に向けた動き１．住宅の質

• 省エネ基準の適合義務化の対象範囲は、拡⼤の⽅向
• 太陽光パネルの設置義務化は、賛否様々な意⾒
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（国）住宅の省エネ性能の光熱費表⽰の検討
カーボンニュートラル・脱炭素化に向けた動き１．住宅の質

• 消費者の省エネ性能に対する関⼼を⾼め、より⾼い省エネ性能の住宅が選択されるようにす
るため、多くの消費者がアクセスする住宅情報提供サイトにおいて「⽬安光熱費※」を表⽰する
ことにより、効果的・効率的に省エネ誘導を図る。

資料︓国⼟交通省「省エネ性能の光熱費表⽰検討委員会とりまとめ」（2021.3）

■⽬安光熱費の表⽰対象︓
新築分譲住宅
賃貸住宅（原則として新築を対象）

■ラベルの内容︓
「建築物のエネルギー消費性能の表
⽰に関する指針」の告⽰に位置づけ
る予定（2021年9⽉末までに改正）

■表⽰の導⼊時期︓
2022年 4⽉〜 新築マンション導⼊

新築⼾建て導⼊
2022年10⽉〜 新築賃貸導⼊

＊既存住宅の取扱いについて、
新築住宅の実施状況を踏まえつつ検討

※省エネ性能に基づく燃料別のエネルギー消費量と⼀律で定める燃料単価から算出

▼ラベルイメージ（詳細ページ等に掲載） ▼物件詳細ページイメージ
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健康寿命の延伸への効果（科学的根拠）

資料︓国⼟交通省 住宅宅地分科会

• 良質な温熱環境を備えた住宅は、省エネに伴う脱炭素化のみならず、居住者の快適性、健
康寿命の延伸にも資する。

※国⼟交通省 スマートウェルネス住宅等推進調査事事業による実証調査

良質な温熱環境を備えた住宅の必要性１．住宅の質
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災害時にも役⽴つレジリエンス性能の⾼いZEH等

• 断熱・気密性の確保や、創電、蓄電により⾃⽴的にエネルギーを確保することができる住宅は、
災害時における停電時等においても居住を継続することが可能

脱炭素化及び災害時のレジリエンス強化１．住宅の質

ZEHは、「快適な室内環境を保ちながら、住宅の
⾼断熱化と⾼効率設備によりできる限りの省エネ
ルギーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを
創ることで、１年間で消費する住宅のエネルギー
量が正味（ネット）で概ねゼロ以下となる住宅」

（参考）ＺＥＨ＋Ｒ の概念図

資料︓（⼀社）環境共創イニシアチブ
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新築住宅着⼯⼾数の推移

資料︓国⼟交通省「1989（平成元）年〜2019（令和元）年 住宅着⼯統計」
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第１回審議会資料９

住宅市場の動向２．住宅循環

• 住宅着⼯⼾数は1989（平成元）年以降、増減を繰り返しつつ減少傾向。
• ⺠間賃貸住宅は１万⼾前後で推移。
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既存住宅の流通状況
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住宅着工戸数
住宅着工戸数に対して 持家として取得された中古住宅戸数が占める割合

（百戸）

住宅着工戸数及び持家として取得された中古住宅戸数の合計に対する

持家として取得された中古住宅戸数が占める割合 A÷（A＋B）×１００

資料︓総務省 「平成5・10・15・20・25・30年 住宅・⼟地統計調査」、国⼟交通省 「平成元〜30年 住宅着⼯統計」

持家として取得された中古住宅数（A）

住宅着工戸数（B）

第１回審議会資料９

住宅市場の動向２．住宅循環

• 市内の住宅着⼯⼾数及び持家として取得された中古住宅⼾数の合計に対する、持家として
取得された中古住宅⼾数が占める割合は、少しずつ増加しており、2018（平成30）年には
約18.5％となっている。
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リフォーム⼯事実施⼾数

• 市内の持家のうち、何らかのリフォーム⼯事を⾏った住宅の⼾数は増加傾向（直近５年間で
約３万⼾増）。

• リフォーム⼯事実施割合は2008（平成20）年に急増しており、その後は26％〜28％で推
移。
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持家総数

リフォーム工事を行った持家数

リフォーム工事実施割合

資料︓総務省 「平成15・20・25・30年 住宅・⼟地統計調査」

第１回審議会資料９

住宅流通（リフォーム）２．住宅循環



空き家率の推移（その他空き家）

19

資料︓総務省「平成15・20・25・30年
住宅・⼟地統計調査」

• 空き家数は1988年から増加しているが、「その他の住宅」は直近５年でやや減少している。
• 空き家のうち、「その他の住宅」は約３割で、そのうち約４割を⽊造⼀⼾建が占めている。

その他空き家３．空き家

空き家の種類別内訳
（2018年）

空き家数と空き家率の推移

※「その他の住宅」︓「⼆次的利⽤（別荘等）、賃貸⽤、売却⽤」以外の⼈が住んでいない住宅で、例えば転勤・⼊院などのため
居住世帯が⻑期にわたって不在の在宅や、建替えなどのために取り壊すことになっている住宅などをいう。
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⼀⼾建て住宅の空き家数（区別）

• 「⼀⼾建」の空き家数は、港北区・旭区で多く、率は⻄区・中区は⾼い
• 「その他空き家」の率は、都⼼部の⻄区・中区・南区で⾼い
• 「腐朽・破損あり」の率は、磯⼦区・中区で⾼い

資料︓総務省 「平成30年 住宅・⼟地統計調査」

※「その他の住宅」︓「⼆次的利⽤（別荘等）、賃貸⽤、売却⽤」以外の⼈が住んでいない住宅で、例えば転勤・⼊院などのため
居住世帯が⻑期にわたって不在の在宅や、建替えなどのために取り壊すことになっている住宅などをいう。

※⼀⼾建住宅数（A)︓「居住世帯のある住宅」の⼀⼾建+「空き家」の⼀⼾建

区別の⼀⼾建ての空き家の状況３．空き家
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⼀⼾建空き家率 その他の住宅空き家率 腐朽・破損あり空き家率
2018（H30）年全国値 （B/A）10.0% （C/A）7.9% （D/A）2.5%

横浜市全体 （B/A） 4.4% （C/A）3.2% （D/A）1.0%

Aのうち「一戸建」空き家戸数（B） Bのうち「その他の住宅」戸数（C） Cのうち「腐朽・破損あり」戸数（D）
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• 居住世帯のない住宅のうち、腐朽破損がなく駅から徒歩圏の市場流通が容易なものは約
8.9万⼾（居住世帯のない住宅の48％）程度

• 都⼼部の⻄区では約74％、郊外部の栄区では25％程度

最寄り駅からの距離・安全性別空き家数

資料︓総務省「平成30年 住宅・⼟地統計調査（特別集計）」
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※空き家の建て⽅は問わない
※国⼟交通省令和元年度空き家所有者実態調査の新・旧耐震⽐率（69.1％）で按分

最寄り駅からの距離・安全性別空き家数３．空き家

市場流通が容易
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（世帯）

• ⼀⼾建てに住む⾼齢者のみ世帯（⾼齢単⾝+⾼齢夫婦*）の割合が各区とも⾼い
• 今後、空き家化が懸念される

今後の⼀⼾建ての空き家化の可能性

資料︓総務省「平成20・25・30年 住宅・⼟地統計調査」
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*⾼齢夫婦︓夫65歳以上かつ妻60歳以上の夫婦のみの世帯

今後の空き家化の可能性３．空き家

⾼齢単⾝+⾼齢夫婦*率 2018（平成30）年 全 国 29.3%
横浜市 30.2％



23現状と課題（まとめ）

現 状 課 題

・人が居住する住宅ストック総
数（164万戸）に対し、省エネ
性能を満たす住宅は35万戸
（21.6％）に留まる。

・耐震性能、居住面積水準に
ついては、改善に向けて推

移。

・加速化する国や市の動きを踏まえ、
脱炭素化に向けた更なる取組の充
実・強化が急務。

・特に、既存ストックの省エネ改修の
促進や、借家の省エネ化の取組が求
められる。

・省エネ化や脱炭素化の取組は、「健
康」や「防災」の視点を併せ持つこと
が重要。

・新築住宅の着工戸数は減少
傾向であるものの、既存住宅
の流通の割合は少しずつ増
加。

・良質な住宅ストックを適切に維持管
理し、価値の維持向上を図ることに
より、既存住宅のさらなる流通を促
すことが必要。

・空家の総数は、全国に比べて
低いものの、戸建てに住む高
齢者のみ世帯は各区とも増
加する傾向にあり、今後、空
家の増加が懸念。

・高齢者のみ世帯の増加傾向を踏ま
え、特に、空家化を防止する「予防」
や「流通活用」に注力することが
必要。

１．住宅の質

３．空き家

２．住宅循環


